Tokyo
小規模オフィス市場急拡大、賃料相場の３―５割安――起業家に的絞り需要好調。 

掲載日：1998/10/15 媒体：日経産業新聞 ページ： 23  文字数：945 

[他の書誌情報...] 

　日本でもＳＯＨＯ（スモールオフィス・ホームオフィス）を拠点とする起業家が増えているが、こうした事業者に的を絞った小規模賃貸オフィス市場が急拡大し、今後横ばいで推移している賃料が下がる公算も出てきた。三井不動産などが十月末にも千葉市幕張地区の小規模オフィスを拡充するほか、地方自治体の参入も増加。これらのオフィスは手持ち資金の少ない起業家の負担軽減のために周辺のオフィス賃貸料相場より三―五割程度安い場合が多い。

　三井不動産と第一生命、鹿島が共同で幕張地区で運営する「ベンチャーサポートセンター」は、四十室ある小規模事業者向けオフィスを五室増やして四十五室にする。同センターは初年度の月額賃貸料を三・三平方メートル七千円程度と同ビルのオフィスの約半額に抑えたため、ベンチャー企業などの入居希望が急増した。

　資金力の乏しい新規事業者向けに入居にかかる初期費用を極力抑えた小規模事業者向けオフィスも登場した。阪急東宝グループのインターサポート（大阪市）が運営する「ｔｅｎ６／ｄ’Ｂｏｘ」は、同社が受注した仕事を入居者に割り振り、委託手数料を徴収する代わりに賃貸料を周辺より三―四割低くした。森ビルの「メディアヒルズ」（東京・港）も同社の通常の賃貸契約に必要な十八カ月分の敷金を、自社の小規模事業者向けオフィスに限り一・五カ月分にした。

　小規模事業者向けオフィスは割安な賃貸料のほかにビジネスに欠かせない付帯サービスも受けられるのが特徴だ。ＳＯＨＯ（横浜市）が運営する「ＳＯＨＯ　ＹＯＫＯＨＡＭＡ」（同）は、約二十平方メートルの部屋で初年度の賃貸料が月額八万八千百六十円から（管理費などを含む）と周辺オフィスの平均的な賃料とほぼ同水準。インターネット用の専用回線も引き込み済みで、共用スペース使用料も含んだ賃貸料とした。

　一方、地方自治体などが助成措置付きで開設する小規模事業者向けオフィスも増えている。阪神大震災の被災者支援を目的とした「デジタルクリエート工房」（兵庫県尼崎市）や第三セクターの「大阪デザイン振興プラザ」（大阪市）などが開設されている。十二月には「三鷹市ＳＯＨＯパイロットオフィス」（東京都三鷹市）が賃貸を始める。今後は自治体も積極的に供給量を増やしそうで、相場も下がりそうだ。  

しまね産業振興財団、東京のオフィス入居企業、きょうから募集。 

掲載日：2001/11/14 媒体：日本経済新聞　地方経済面 ページ： 11 [?]  文字数：372 

[他の書誌情報...] 

　島根県などは東京・新橋で開設準備を進めていたレンタルオフィス「しまねビジネスセンター」の入居する県内企業の募集を十四日から開始する。貸出ブース数は一人用と二人用合わせて十二で、企業の入居は十二月二十日から可能になる。同センターにはしまね産業振興財団の販路開拓アドバイザーが事務所を設置し、企業の相談に即応できる態勢を取る。

　センターを設置するのは、都営三田線の内幸町駅から徒歩一分のランディック第３新橋ビルの六階部分。広さ百四十三平方メートルのフロア全体をオフィスとする。十カ所設置する一人用ブースの面積は三・三平方メートルで、月額使用料は五万二千円。二カ所設置する二人用ブースは四・八平方メートルで、使用料は七万六千円。

　ブースには机・いすとファクスつき電話、ロッカーがある。申込先は、しまね産業振興財団（（電）０８５２・６０・５１１１）。  

島根県、東京に貸しオフィス――年内メド開設、地場企業を支援。 

掲載日：2001/10/05 媒体：日本経済新聞　地方経済面 ページ： 11 [?]  文字数：450 

[他の書誌情報...] 

　島根県は東京都で販路拡大を狙う地場企業支援のため、レンタルオフィス「東京ビジネスサポートセンター」を初めて開設する。関係予算を開会中の島根県議会九月定例会に提出した。予算が認められれば候補ビルと詳細を詰め、内装工事を施して年内開設を目指す。県が二〇〇〇年八月から委嘱した販路開拓アドバイザーの事務所を同オフィスに置き、実務面で協力する。

　レンタルオフィスの開設場所はＪＲ山手線の新橋駅近辺を軸に検討中。小さめのビルのワンフロアを借りる予定で、広さ三・三平方メートルの一人用ブースと、やや広い二人用ブースを十―十二設置する。ファクスや電話のほか、インターネット接続のための配線も設置する。利用料は月五万数千円になる見通し。

　事前調査によれば地場企業のうちソフトウエア開発や県産品利用の製造業などが入居の意向を示しているという。県は商品を直接販売する拠点ではなく、法人向けの販路開拓業務の足場に用途を想定している。

　さらに販路開拓アドバイザーを同居させ、入居企業と東京都内や近郊の専門商社を結びつける。  

ソフト開発のオネスト、東京支社を開設。 

掲載日：2001/12/21 媒体：日本経済新聞　地方経済面 ページ： 35 [?]  文字数：243 

[他の書誌情報...] 

　ソフト開発のオネスト（松江市、石■修二社長）は二十日に東京・港区でオープンした「しまねビジネスセンター」内に東京支社を開設し、東京に進出した。同社の製造業用のインターネット調達ソフト「ｅ商買」の販売・サービスの拠点として活用する。支社長にはソフト営業のベテランを採用して配置した。

　同社によると、ｅ商買の販売先として見込めるメーカーの本社が東京など関東圏に集中していることが進出の第一の理由。同社が販売代理店契約を結んでいる日本アイ・ビー・エムなどの本社が東京にあることも理由という。  

月５万円で「銀座本社」――借り手企業、地名も売る（ビジネス点描）終 

掲載日：2002/09/18 媒体：日本経済新聞　地方経済面 ページ： 15 [?]  文字数：886 

[他の書誌情報...] 

　月五万円で東京・銀座にオフィスが持てます――。アジル（東京・中央、井田智一社長）は、そんなうたい文句で秘書付きの会員制レンタルオフィス事業を展開している。「銀座」ブランドの力は大きく、ベンチャー企業や地方の中小企業など約百社が利用している。

　名称は「銀座ビジネスセンター（ＧＢＣ）」。地下鉄銀座駅の地上出口から徒歩一分のビルの二―四階に二〇〇〇年八月開設した。貸しスペースとして約二十人が利用できる会議室一室と小人数の会議やデスクワーク用の個室六室を備える。

　入会金は五万円、毎月の基本料金も五万円。これで「銀座五丁目」の住所での法人登記や専用の電話番号の取得、月に百回までの電話での応対、会議室、個室のそれぞれ月二十三時間までの使用、高速大容量（ブロードバンド）のインターネット接続などのサービスを受けることができる。

　電話がかかると、パソコン画面にどの会員あてか即座に表示するシステムを導入した。待機する秘書がその会員名で、電話での応対をする。

　井田社長は「住所が銀座だとビジネス上の利点が大きい」と強調する。知名度の低いベンチャー企業などが顧客に売り込む際、会社住所は商品内容と同様に重要だ。「銀座にオフィスがあれば良いイメージで会社が見られ、信用が高まる」

　井田社長によると、銀座に事務所を一室借りると、初期費用として保証金二百万円や内装費など最低三百万円が必要という。これに毎月、家賃二十万円、事務員の人件費など五十万円がかかる。低料金で「銀座ブランド」を利用でき、交通アクセスも便利というのがＧＢＣの売り物だ。

　約百社の会員のうち、三分の二程度が各種コンサルタントなどの個人事業主やベンチャー企業。残り三分の一は地方に本社を置く中小企業で、製造業はじめ様々な業種が首都圏の営業拠点などとして利用している。

　アジルの年商は約七千万円で「十分採算に乗っている」（井田社長）。四月に別会社で専用個室制のレンタルオフィス事業を銀座で始めた。同じ銀座地区周辺で来年、三軒目のレンタルオフィスを設ける計画だ。

＝おわり

【図・写真】５人の秘書が電話での応対などに当たっている  

横浜市の貸オフィス会社、起業支援に策練る――割安設備拡張やビジネス交流会。 

掲載日：2002/03/13 媒体：日本経済新聞　地方経済面 ページ： 26 [?]  文字数：756 

[他の書誌情報...] 

　横浜市の関内・山下地区で貸オフィス会社が相次ぎ起業支援事業を強化する。アイ・エス・オー（横浜市、石坂昌久社長）がベンチャー企業向けの割安オフィスを大幅に拡張するほか、ソーホー（同、斎藤裕美社長）は入居者などのビジネス交流を進める。横浜市も通信インフラ整備を支援し、同地区のオフィス空洞化に歯止めをかける。

　起業支援施設「Ｉ．Ｓ．Ｏ横浜」を運営するアイ・エス・オーは六月までに、ビル内のワンフロアを改装し、四―五人用オフィス（十―二十平方メートル前後）十室を追加する。年内には別のフロアにも十四室を新設する。改装後の床面積は現在の二倍の二千平方メートルになる。

　同施設には時間単位で部屋を利用するモバイル会員なども含め五十社程度が入居、稼働率は九〇％に達している。情報技術（ＩＴ）関連を中心に個人事業者などの入居申し込みが増えているため、施設を拡充する。

　市内の起業支援施設の草分けであるソーホーは四月、入居企業向けのビジネス交流会を開く。同社は東京・三鷹市など他地域にある起業支援施設と連携してＳＯＨＯ（スモールオフィス・ホームオフィス）事業者の支援に取り組んでいる。他地域のベンチャーとも交流する機会を提供し、入居企業のビジネスを後押しする。

　同社は昨年十一月、二番目の起業支援施設「開港広場２１」を閉鎖した。部屋に仕切りを作らないオープン型施設だったため、入居者のニーズに合わず稼働率が伸び悩んだ。このためサービス面を拡充し入居者を開拓する。このほか市内には通信回線の高速化を検討している施設もある。

　関内・山下地区は老朽化したビルが多く、オフィス空室率は約一二％と市内平均に比べ二ポイント近く高い。横浜市も高速通信インフラを整備したビルを独自に認定し、入居するＩＴ事業者に最高五十万円の助成を始めている。  

ベンチャー向けレンタルオフィス、大学内に開設相次ぐ――安い賃料が魅力に。 

掲載日：2001/12/07 媒体：日経産業新聞 ページ： 16  文字数：929 

[他の書誌情報...] 

　大学が構内に起業家予備軍やベンチャー向けにキャンパス・インキュベーター（ふ化施設）と呼ぶレンタルオフィスを開設する動きが加速してきた。こうした施設は入居時の保証金が必要ないほか、賃料も比較的安く技術協力や社会的信用度が高まる効果があるだけに入居希望者も多い。ただ、大学側は企業を育成する同施設を大学の魅力・特色づけの一環とし、賃料は比較的安く据え置いている。

　龍谷大学は一九九四年から瀬田キャンパス（滋賀県大津市）内にインキュべーター「レンタルラボ」を設置している。一室二十四―七十二平方メートルの部屋が全十六室。入居者は現在二十社（共同利用含む）と当初の十倍に増えている。期間は三年、賃料は一平方メートル月額千九百円前後（一般）。大津市市街地のオフィスビルに比べ賃料水準は約半分で、保証金もゼロだ。

　単なる貸し研究室でなく、入居者に対して大学教員や職員らが技術、経営、資金面で支援する。九九年に入居、今年四月に増床した自動ドア開発ベンチャーの経営者は「大学施設への入居で社会的な信用が得られるのも大きい」と言う。同大学では来春さらに一室増やすとともに、京都市の深草キャンパスにも十―十五室の設置を検討中。

　大阪商業大は今年十一月、畳二つ分のブース六つからなる「大商大アントレ・ラボ」を開設した。六組の応募があり、審査の結果、三組の入居が決まっている。賃料は月一万五千円（別途入会金五万円）で、周辺相場と大差ないが、保証金がないのがメリット。

　入居予定のコンサルティング創業希望者は「マーケティングなど経営学も勉強できる」と話し、大学側は「起業に興味のある学生にはインターンシップを経験させることもできる」と期待している。

　このほか、高知工科大にも同様の施設があり、早稲田大も来春に「インキュベーションセンター（仮称）」を発足させ、学生や卒業生など大学関係者にオフィスの貸し出しを本格化させる。

　日本新事業支援機関協議会（東京・港）の調査によると、キャンパス・インキュベーターを保有する大学は二％だが、「検討中」「具体的に計画中」の大学は三八％に達した。学生数が減少する中で特徴や魅力を打ち出そうという大学は増えており、施設の開設機運は一段と高まりそうだ。  

成長のきっかけ海外に――実績よりも技術力で勝負（ＶＢウオッチング） 

掲載日：2001/08/27 媒体：日経産業新聞 ページ： 22  文字数：1631 

[他の書誌情報...] 

　ビデオマイクロスコープ（顕微鏡）製造のスカラ（東京）に米ボーイングから「デジタルカメラと顕微鏡を組み合わせた新商品をスペースシャトル本体の検査に使いたいので送って欲しい」と連絡が入ったのは七月のことだった。ボーイングからの突然の申し入れに驚いた同社だが、とりあえず二台を発送した。

ボーイングに納入

　ボーイングは直ちに帰還したシャトルの検査に使用。内容に満足した同社はスカラに四台を追加発注してきた。「この目で実際に使われているところを見たい」と山本正男社長はボーイングに近く出向き、商談をさらに進める考えだ。

　スカラは五年前からルイジアナ大と共同研究を実施、代理店も置くなど米でも事業展開はしているものの、知名度は低い。しかしボーイングは規模や知名度を気にせず、スペースシャトルという最高水準技術を集めた機械の検査に製品の採用を決めた。スカラに取っては販売拡大のチャンスが広がったといえる。

　スカラにみられるように、米国の大企業が日本のベンチャーの製品を採用するケースは少なくない。そして米企業への納入がきっかけとなって大きく飛躍した中小企業もある。

　高性能はんだの日本アルミット（東京・中野）は八〇年代初頭、塩素を使わないはんだを開発、電機メーカーに売り込んだが、納入実績のない中小企業とあって見向きもされなかった。そこで発想を切り替え、米国に販路を求めた。

　全くつてもないままの営業活動だったが、はんだの不良に悩んでいたロッキードが採用。やがて他の米企業にも取引先が拡大した。これをきっかけに日本企業も日本アルミットの製品を相次ぎ購入、いまや同社は高性能はんだでは有力企業の一社に数えられるまでに成長した。

企業規模こだわらず

　米国の大企業はなぜ日本のベンチャーの製品を受け入れるのか。根本的には「企業規模にこだわらず、良い製品の開発者を尊重する風土がある」（スカラの山本社長）。またリスクを恐れて保守的になりがちな日本企業と異なり「米企業の購買部門はベンチャーでも良いと思った商品を独断で購入できる」（米国のベンチャー事情に詳しい高田容治ナバ代表取締役）という違いもある。

　日本の大企業は購入した製品の製造元が倒産した場合、メンテナンスの問題が起きる点を心配し購入をためらうケースも多いが、高田氏は「米企業は技術のスペシャリストが多く購入製品のフォローは自分たちでできると考えている。納入元がつぶれることはあまり心配していない」と指摘する。

　スカラや日本アルミットのように米国市場なら一気に受け入れられる製品やサービスを持つ中小企業はまだまだ日本にはある。言葉の問題などからこれまではためらう中小企業経営者が多数派だったが、彼らの背中を押す企業もここへきて出現している。

専門の支援業者も

　日大の菅沢喜男教授らはロサンゼルスにベンチャー企業、ＪＩ２を設立した。ＪＩ２は海外進出を志向する日本の中小企業にレンタルオフィス提供から市場調査、情報収集代行、人脈紹介まで事業の全般にわたって密着してサポートするサービス会社だ。

　菅沢教授は新エネルギー・産業技術総合開発機構が手掛ける中小・ベンチャー企業向けの研究開発補助金の委員を長く手掛けてきた。そこで痛感したのが「世界にも通用する技術を持ちながら、伸びきれない中小企業の多さ」（菅沢教授）だった。そこから浮かんだのが海外の販路開拓支援会社。社長には日立製作所の米法人マネジャーが就任。すでに二社と契約済みだ。

　ＪＩ２のように中小企業に的を絞った海外展開サポートを検討している会社はまだある。米国を筆頭に大企業も中小企業も関係なく製品を受け入れる海外市場は中小企業に取って成長へのバネにもなりうる。経済・産業のボーダーレスが加速度的に進む中、中小企業も自分の製品やサービスの販路は日本だけか、海外の国・地域に受け入れられる余地はないか、今一度検討してもよさそうだ。（高橋伸夫）

【図・写真】スカラの小型デジタルカメラ  

サンブリッジ――シリコンバレー型の育成（インキュベーターここが売り） 

掲載日：2001/05/14 媒体：日経産業新聞 ページ： 21  文字数：910 

[他の書誌情報...] 

　起業家予備軍を支援するインキュベーター（ＶＢ育成機関）が数多く誕生している。形態も公的団体から民間組織、単独企業、企業連携と多様化してきた。そこで支援手法や育成方針など各インキュベーターの特徴を紹介する。

　サンブリッジは日本オラクルの実質的な初代社長だったアレン・マイナー氏が立ち上げたネット事業中心のインキュベーター。シリコンバレー型のベンチャー育成を目指している。二〇〇〇年四月に東京・渋谷の新ビル「渋谷マークシティ」に貸しオフィス「ベンチャーハビタット」を開設した。現在十三社が事務所を構える。各企業の交流スペースや会議室もある。

　入居企業に出資すると同時に、営業・技術面を有料で支援し株式上場を目指す。事業運営会社のサンブリッジに続き、二〇〇〇年二月に技術支援のサンブリッジテクノロジーズ、営業支援のイー・ブリッジを相次いで設立して支援体制を整えた。

　入居ベンチャーには原則サンブリッジが平均三千万円程度出資する。条件はサンブリッジグループメンバーの非常勤取締役就任と四半期ごとの財務諸表の開示。アドバイザリーボードとして日本オラクルの佐野力社長らが起業指導する。

　オフィス賃料は、立地条件からすれば格安の一平方メートル当たり月一万円前後。敷金・礼金は不要だが、一年たつと賃料は倍近くに跳ね上がる。その賃料に耐えられる実力をつけられなかった場合は退去するしかない。すでに今年に入って退去企業が現れ、代わりにアイルランドのＩＴベンチャーなどが入居した。

　入居企業にはＬｉｎｕｘソフトのホライズン・デジタル・エンタープライズなど有望企業が出てきているが、株式市場の環境悪化もあり、まだ上場企業は出ていない。「今年度一年が勝負」とマイナー社長。成果が出なければ自ら撤退も考える厳しい姿勢で臨む。＝月曜掲載

《会社概要》　　　　　　

▽　　設立　　　　１９９９年１２月

▽　　資本金　　　　５億円

▽　　社長　　　　アレン・マイナー

▽　　所在地　　　　東京都渋谷区

▽　　施設面積　　　　２０００平方メートル

▽　　事業目的　　　　ネットに特化したベンチャー投資、インキュベーション事業

▽　　連絡先　　　　０３・５４５９・０６３１  

小規模レンタルオフィス――参入相次ぎ、割安に（サービス価格最前線） 

掲載日：2000/09/14 媒体：日本経済新聞　朝刊 ページ： 29  文字数：719 

[他の書誌情報...] 

　受け付けや秘書代行サービスなどを備えた小規模レンタルオフィス「ビジネスセンター」の市場が広がっている。少ない費用で好立地の専用オフィスを持てる点が、ＳＯＨＯ（スモールオフィス・ホームオフィス）をはじめ小規模企業に支持されている。大手不動産会社などの参入も相次ぎ、割安な賃貸料のビジネスセンターも出てきている。

　ビジネスセンターは五―二十平方メートル程度の個室オフィスに、秘書代行や会議室などの付帯サービス・施設を提供するもの。豪サーブコープ社や三井不動産などが展開中だ。

　三菱地所が四月に開業した「ビジネスセンター有楽町」（東京・千代田）は十六・四平方メートルのオフィスが月額三十八万円。同程度の他社物件に比べて十万円前後割安で、電話の受け付けや毎秒一・五メガビットのインターネット接続料も含まれる。最低でも六十平方メートルあるオフィスビルは保証金などの初期費用も高い。「秘書サービスなども合わせて初期費用は賃貸オフィスビルの三分の一程度に抑えられる」（三菱地所）という。

　利用は外資系企業の現地法人や日本のベンチャー企業が中心。ヒルストーン商事（東京・中野）はさらに小規模で割安なオフィスを提供している。仕切りだけのブースを備えたり、秘書サービスを省いたレンタルタイプも増えており、費用はビジネスセンターよりも安い。

【表】ビジネスセンターの概要

名称　　ＪＢＣ東京　　ビジネスセンター有楽町　　ＳＯＨＯＮＡＫＡＮＯサポートオフィス

事業主　　三井不動産　　三菱地所　　ヒルストーン商事

場所　　千代田区霞が関　　千代田区有楽町　　中野区中央

面　　　　積（平方メートル）　　１６．３２　　１６．４　　５．７

賃貸料（万円）　　５０　　３８　　８  

サーブコープ、ＳＯＨＯの事務代行――月１万５０００円から、高速回線も提供。 

掲載日：2000/05/23 媒体：日経産業新聞 ページ： 27  文字数：593 

[他の書誌情報...] 

　レンタルオフィス提供のサーブコープジャパン（東京、Ａ・Ｇ・モフォレッジ社長、０３・５２８８・５２００）は、ＳＯＨＯ（スモールオフィス・ホームオフィス）などの小規模事業者向けに電話の応対受け付けや経営者のスケジュール管理などを代行するバーチャル・オフィス事業を始める。

　実際に事務所を開設しなくても低コストでオフィス業務を処理できることから資金力の弱いＳＯＨＯなどを顧客として開拓する。初年度二億四千万円の売り上げを見込む。

　バーチャル・オフィスは実際にオフィスを借りなくても電話受け付けなどの事務を代行してもらえるほか、二十四時間体制で契約者の携帯電話や電子メールに連絡事項を転送したり、総合デジタル通信網（ＩＳＤＮ）などインターネットに使う高速回線を低料金で提供するサービス。

　料金は月額一万五千円から。一カ月単位で使うことができる。東京都内でオフィスを借りる場合、契約期間が最低二―三年間で、敷金も一―二年分かかっていた。新サービスでＳＯＨＯ事業者や起業家にとって事業を立ち上げる際、障害になっていた初期投資を軽減する。

　サーブコープジャパンは一九九四年設立。世界五百五十二都市でバーチャル・オフィス事業を展開する豪サーブコープ（シドニー、Ａ・Ｇ・モフォレッジ社長）の日本法人。バーチャル・オフィス事業のほか、低料金で事務所を賃貸するサービスを東京、大阪など八カ所で展開している。  

早大、ＫＤＤとＶＢ育成――オフィスを低料金で提供。 

掲載日：2000/03/01 媒体：日本経済新聞　朝刊 ページ： 17  文字数：564 

[他の書誌情報...] 

　早稲田大学はＫＤＤと共同でベンチャーのインキュベーション（ふ化）事業を始める。ＫＤＤの子会社が運営するホテルの一部を四月からオフィスとして低料金で貸すほか、早大関連のベンチャーキャピタル（ＶＣ）やＫＤＤが有望企業に出資する。ベンチャーの財務や法務に詳しい専門家も紹介し、入居企業の株式公開を促す。

　ベンチャー支援事業「ワセダ・アレーＯｎｅ」はＫＤＤの子会社が運営するホテル「ＫＤＤホテルストラーダ」（東京・新宿）のオフィス施設、会議室などをベンチャーに低料金で貸す。料金は二―三人用のオフィスで月間約五万円。

　早大でベンチャー支援を手掛ける「早大アントレプレヌール研究会」や早大の教授らが設立したＶＣのウエルインベストメント（東京・新宿、浅井武夫社長）が取引先を紹介するなどＫＤＤと連携してベンチャーを支援する。

　株式公開を目指す情報技術分野のベンチャーが支援対象で、事業の将来性や新規性などを勘案して入居希望企業から選抜する。第一回の募集は三月下旬まで。初年度に二十社程度の利用を見込む。

　ＫＤＤの関連会社がホテル内に高速ネットワークを構築し、低料金のインターネット利用環境を用意する。「オフィス料金が高いことが創業初期企業の足かせになっているので、割安なインキュベーション施設のニーズは大きい」（松田修一早大教授）という。  

